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□政局は解散モード、でも、一票の格差是正だけで解散?
　政局は一気に解散・総選挙モードに入り始めたようだ。自民党が特例公債法の成立に向けて動き始め、一票の格差の是正についても14日には法案を国会に提起する方向に入り、後は社会保障制度改革国民会議のメンバーの提案による発足に漕ぎつければ、野田総理の言う解散に向けた「三点セット」が解決され、いよいよ決断せざるを得ない状況に立ち至り始めた。このような事態に至る背景には、自民党の国会対策上の転換があり、特例公債法を人質にとって力づくで解散・総選挙に追い込む「北風路線」から、野田総理が言う「三点セット」を早く実現して、「近いうち」という言葉の実行を迫っていくという「太陽路線」に変わったことがあげられよう。
　それにしても、一票の格差問題について、例え0増5減の法案を通したとしても、区割りの確定による新制度での選挙が必要になるわけで、それがなされない選挙はやはり無効になるのではないかと思うのだが、どうだろう。思い出すのは、1994年7月村山総理が誕生した際、国会の壇上から日米安保や自衛隊に対する社会党の基本政策を180度変えた際に、ご本人は解散を打ちたかったが新選挙制度の区割りができていなかったことを挙げられ、解散権が行使できなかったことを小生にお話されたことがある。それほど、この問題は軽視されるものではないと思うのだが、どうだろう。
□TPP参加が総選挙の争点とは、ちょっと信じられない
　ただ、このことによって年内解散の実現に向けた期限である11月22日までに解散・総選挙に持ち込むことがすんなりできるのかどうか、まだまだ紆余曲折を辿るに違いない。というのも、野田総理が「TPP」への参加を打ち出そうとされているようで、衆議院の解散・総選挙の争点にしたいとも決意されているやに報道されている。はじめそのことを聞いた時に、ええ、まさか、というのが率直なところであり、なぜこのような党内で多くの異論がある課題を争点にされるのか、理解できなかったからに他ならない。たしかに、自由な貿易を拡大していく必要性については理解できないわけでもない。しかし、それがなぜ「TPP」なのか、これから成長していく中国を除外していくことが本当に国益にかなうことなのか、その点に合点がいかないのだ。
　案の定、民主党内で「TPP」参加に反対するかなりの国会議員がさまざまな動きを始めており、ただでさえ衆議院の過半数割れに近づいているなかでの決断は、到底考えにくい課題である。日本維新の会が「維新八策」のなかで掲げているが、今後維新やみんなの党などと連携していけるとは思われないし、何よりも国民が本当に求めている最大の問題は、社会保障の充実を中心にした国民生活の安定であり、分厚い中間層の形成ではないのか。それとTPPは間接的には結び付けられるとしても、なかなか直接的には理解しにくい。もっと言えば、アメリカと財界筋はウエルカムであろうが、その点こそがいま日本の立ち位置として厳しく反省が求められていることなのではないか。2005年の小泉郵政解散の時と同様、反対するものに対して刺客まで用意して立ち向かわれようとされているのかどうか、総理の思いを聞いてみたいものだ。おそらく、そこまでの決断を秘めた政策とは思えないし、そうすべき問題ではないと思う。
□野田総理の提言「特例公債法と予算はセットでルール化」に注目
　そういった点も含めて、今週から与野党の議論は衆議院の予算委員会が12~13両日開催され、翌14日には党首討論も開催される。おそらく、その後には参議院の予算委員会も設定されるのだろうが、そうした中で、TPPへの参加問題はもちろん、今後の解散・総選挙に向けた争点となりそうな問題が論議されるに違いない。特に、注目したいのが今後「予算案と特例公債法案はセットで国会を通していくべきルールを決めたい」という野田総理の問題提起であり、いずれの政党が政権与党になったとしても、このルールを実現させることができれば政争の具に供されることがなくなり、財政の安定性や将来の予見性が高まる。できれば、法律として縛ることが良いのだろうが、慣習としてルール化することで、今後このような慣習を増やしていけるように議会の場での知恵が求められよう。特に、ねじれ国会でのルールについて、両院協議会の活性化など解決しておくべき課題は多い。本来は、国会での衆参議長がリーダーシップを発揮して、解決に向けた努力をされるべきだと思うのだが、残念ながら今のところそのようなアクションはみられない。まことに残念でならない。
□民主党は公約づくりで党員の声を聴く場を作るべきだ
　先週末の10日、11日両日、民主党は全国のブロック別に衆議院選挙に向けた公約づくりの一環として「政策進捗報告会」が開催された。総理が福岡会場に出席され、反省を求める批判よりも激励の方が多く、熱弁を振るわれたと報道されている。一方、細野政調会長が出席した大阪会場では、「09年の公約は全然(実現)できていない。うそつきだ」「第三極との違いをはっきり出さないと負ける」といった厳しい批判も出されたとも報道されている。11日の報道ぶりが気になるのだが、このような取り組みをもっと取り組むべきであり、政権政党としての自覚と責任をしっかりと持つべきだろう。
　ここで、問題提起をしたいのは、どうして300の小選挙区ごとに総支部長である代議士・立候補予定者によるきめ細かい討論を実施しないのか、ということである。サポーター党員も含めて30万人近い方たちがおられ、代表選挙には投票権があるのに、政策の決定に関与できないということでは「市民が主役」というかつてのキャッチフレーズが泣くのではなかろうか。各代議士が公約の案について説明し、それに対する党員の意見を反映していくことにより、自分たちも参加して作った政策という実態が出来上がる。それによって、党への参加意識が高まるし、専門的な意見を持った党員や市民の感覚からの修正や提言も得られよう。参議院議員については、各県の様々な団体の皆さんからの意見を聞く場を作って出席していくべきだし、代議士や予定候補者のいない総支部に出向くことも考えられてよい。そこで、答えられない政治家では、とても国会議員としての役割は果たせないとみるべきだし、さらなる研鑽を求める経験の場ともなるのだと思う。ぜひとも、民主党執行部は検討してほしいものだ。
□日本経済はどんどん落ち込んでいる、手を打たねば・・
　さて、気になるのが日本経済の景気の落ち込みである。世界経済を見渡すと、アメリカの「財政の壁」問題やEUのソブリンリスクはもちろん、中国の景気低下が進む中で、IMFの東京会議でも財政緊縮ではなく景気に対するアクセルを踏むよう求められたわけで、解散・総選挙の前に何らかの対策を打たなくてもよいのか気になる。日銀の金融緩和を中心にした金融政策だけで実体経済の引き上げはできないわけで、ここは改めて財政政策の出番であることを強調しておく必要があろう。もちろん、自民党時代に取られた今まで通りの公共事業ではなく、雇用拡大に直結できるものにすべきであることは言うまでもあるまい。
　今週発表のGDP統計の速報値に注目が集まる。でも、この速報の数値は一年後の確定値になると、マイナスがプラスになったりプラスがマイナスになったりする代物で、あまり一喜一憂すべきではないのだが・・・・。
